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東日本大震災被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）の児童発達支援  

・放課後等デイサービス施設における災害への備えに関する研究 

 
医学部保健学科 地域包括看護学講座 日隈 利香 

 
ははじじめめにに  

  気象庁の発表 1）によると 2021 年に人的被害を伴った地震は世界で 32 回（2020 年は 16 回）、 

M7.0 以上の地震は 19 回（2020 年は 9 回）、M8.0 以上の地震は 2 回発生している（2020 年は無

し）。2021 年に世界で発生した地震のうち最も被害が大きかったのは、8 月 14 日にハイチで発生

した M7.2 の地震で、死者 2,248 人、負傷者 12,763 人であった。一方、2021 年に日本国内で被

害を伴った地震は 7 回（2020 年は 5 回）発生しており、このうち 2 月 13 日に福島県沖で発生し

た地震 M7.3の地震では、重症者 12名の被害が発生した（2020 年はなし）。また、津波を観測し

た地震（海外で発生した地震を含む）は、2月 13 日に福島県沖で発生した M7.3の地震と 3月 5

日にケルマデック諸島で発生した M8.1 の地震の 2 回であった（2020 年はなし）2）。 

更に 2022 年 1 月 15 日に発生した南大洋州の島国トンガの首都ヌクアロファの北約 65km

に位置する海底火山「フンガトンガ・フンガハアパイ火山」の大規模噴火では、遠く離

れた日本にも太平洋側を中心に津波が到達し、鹿児島県の奄美大島・小湊では 15 日午後 11時

55 分に 1 メートル 20 センチ、岩手県の久慈港では 16 日午前 2 時 26 分に 1 メートル 10 センチ

の津波を観測した 3）。今後必ず起きるといわれている南海トラフ巨大地震では、鹿児島県内では

志布志市で最大震度 6弱と 7ｍの津波が、鹿児島市内でも最大震度 5強、最大津波高 4ｍが発生

すると予想されており、県内全体では 5900 棟の建物が倒壊し、死者は 1200 人、避難者数は 3 万

2000 人に上るとされ、直接被害額は約 7000 億円と想定されている 4）。 

近年増加傾向にある発達障害児は日常生活の変化が苦手な場合が多く、災害時には児童の特性

を考慮した支援が求められている。災害リスクが高まっている現在、発達障害を抱えた児童が通

う施設においては予てより災害に対する十分な備えに取り組むことが求められている。 

筆者らは、令和元年度に『鹿児島市における発達支援・放課後等デイサービス施設 170 箇所に

おける災害への取り組みについての基礎調査』５）を、令和 2 年度に『九州管内における児童発

達支援・放課後等デイサービス施設における災害への備えに関する研究』6）を実施し、いずれも

防災対策への取り組みは施設間で差があることや全体的に災害への備えは不十分であることが明

らかになった。 

 そこで今回、東日本大震災で被害が特に大きかった、岩手県、宮城県、福島県に設置された児

童発達支援・放課後デイサービス施設における災害への取り組み状況を明らかにすることを目的

に郵送調査を実施した。 

 

 

研研究究方方法法  

研究対象者：2021年 10月１日現在、各県がホームページ上で公表している 582施設の児童発達

支援・放課後デイサービス施設の管理者 

調査対象内訳：岩手県 152 施設、宮城県 191 施設、福島県 239 施設 

調査方法：自記式郵送調査 

質問用紙：過去に発達障害情報・支援センターにより実施された調査報告書を参考に作成した 

オリジナルのアンケート用紙を用いた。 

質問項目：①児童発達支援・放課後等デイサービス施設の施設概要 

     ②災害時の飲料水や非常食の常備の有無、懐中電灯や携帯ラジオ、簡易トイレなどの

災害時備品の常備の有無、各児童に対する個別サポートブックの作成状況、心理専門

スタッフの配置の有無、地域の危機管理課などの緊急連絡先作成の有無など、各施設

における災害を想定とした具体的な備えについて 

分析方法：Excel を用いてデータをまとめ、統計ソフト SPSS27.0J for Windows を用いた 

     今回、地域別には分析せず、東北 3 県を一纏めにして分析を行った 

倫理的配慮：本研究はヘルシンキ宣言（2008年ソウル修正）に従って実施した。具体的には、
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研究対象者の人権擁護を厳守するために、得られたデータは個人が特定されないよう

に、質問用紙、返信用封筒共に無記名にて回答していただくなど、十分に配慮して研

究を進めた。調査対象者に対して文書にて本研究の目的・方法についての趣旨を説明

し、調査紙の返信をもって研究協力者の承諾を得たものとした。 

 

 

用用語語のの定定義義  

児児童童発発達達支支援援施施設設ととはは： 

主に未就学の障害のある子どもを対象に発達支援を提供するものとして位置づけられている。

具体的には、療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障

害児が対象であり、市町村が行う乳幼児健診等で療育の必要があると認められた児童や保育所や

幼稚園に在籍しているが、併せて、指定児童発達支援事業所において、専門的な療育・訓練を受

ける必要があると認められた児童等に支援を行う施設である。療育手帳を所持していなくとも自

治体担当窓口に相談し受給者証を取得すれば通所可能。 

 

放放課課後後等等デデイイササーービビススととはは： 

主に障害児に対し授業の終了後又は休業日に通所させ、生活能力の向上のために必

要な訓練、社会との交流の促進その他の便宜を供与する施設である。対象者は、学校

教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学し、障害手帳、療育手帳帳、精神障害

者保健福祉手帳などの手帳を所持するか、発達の特性について医師の診断書がある6歳から18歳

までの児童である。 

 

研研究究成成果果  

研究依頼施設：東日本大震災で特に被害が大きかった東北 3 県（岩手県、宮城県、福島県）に 

設置されている関係施設 582 施設 

調査紙票配布施設内訳：岩手県 152 施設、宮城県 191 施設、福島県 239 施設 

調査紙票配布数：合計 582 票 研究協力数：208施設 有効票：208 票 

調査紙票回収施設内訳：岩手県 65施設、宮城県 47 施設、福島県 95 施設、不明 1施設 

調査紙票回収率、有効回答率：岩手県 43％、宮城県 25％、福島県 40％、全体 36％ 

 

ⅠⅠ..施施設設概概要要  

 施設概要は、児童発達支援施設 26 か所（12.5％）、放課後等デイサービス 104 ヶ所（50％）、

児童発達支援施設・放課後デイサービス施設の両方を実施している施設 78 ヶ所（37.5％）であ

った。 

 

 

 

児童発達支援施設 ,

26施設, 12.5％

放課後等デイサービス, 

104施設, 50％

両方を実施している施設, 

78施設,37.5％

図１.支援の種類（N＝208 ）



－119－

ⅡⅡ．．災災害害をを想想定定ししたた具具体体的的なな備備ええ  

11..災災害害にに備備ええてて飲飲料料水水やや非非常常食食をを常常備備ししてていいるるかか  

 208 施設中、全体の 63.0％の施設が災害に備えて飲料水や非常食を常備していると回答してい

た。また、6.3％の施設が今後常備する予定であると回答し、9.6％の施設が現在検討中であっ

た。常備していないと回答した施設は全体の 21.2％であった。 

       

  
  

  

22..災災害害にに備備ええてて懐懐中中電電灯灯やや携携帯帯ララジジオオ、、簡簡易易トトイイレレやや毛毛布布、、救救急急医医薬薬品品ななどど災災害害時時のの備備品品をを  

常常備備ししてていいるるかか  

 208 施設中、全体の 76.0％の施設が、災害に備えて懐中電灯や携帯ラジオ、簡易トイレや毛 

布、救急医薬品など災害時の備品を常備していると回答し、現在検討中と回答している施設や 

今後常備する予定の施設は其々6.3％であった。施設内に常備していないと回答した施設は全 

体の 11.1％、無回答 0.5％であった。 

 

               

 
  

常備している, 

131施設,63.0％

常備していない, 

44施設,21.2％

現在検討中, 

20施設,9.6％

今後常備する予定, 

13施設,6.3％

図２.災害に備えた飲料水や非常食の常備率（N＝208）

常備している,

158施設， 76.0％

常備していない, 

23施設, 11.1 %

現在検討中, 

13施設, 6.3％

今後常備する予定,

13施設, 6.3％ 無回答,

1施設, 0.5%

図３.災害時必要な備品の常備率（N＝208）
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33..子子どどもも一一人人一一人人のの特特徴徴をを記記入入ししたた個個別別ササポポーートトブブッッククをを作作成成ししてていいるるかか  

 災害時に対応出来るように、子ども達一人一人に対する配慮点（アレルギーの有無、本人の 

行動の特徴等）を書き込んだ個別のサポートブックを作成していると回答した施設は全体の 

27.4％、今後作成予定と回答した施設は 12.0％であった。災害時用には作成していないと回 

答した施設は全体の 59.6％、無回答 1.0％であった。 

 

 
 

  

44．．被被災災にによよるる PPTTSSDD 発発生生時時にに相相談談ででききるる心心理理専専門門ののススタタッッフフがが施施設設内内ににいいるるかか  

 被災後、情緒的反応の一つとして「PTSD（外傷性ストレス障害）」があり、震災体験後数か 

月経ってから症状が出現することがあり、低年齢児ほど影響を受けやすいことが明らかになっ 

ている。災害発生等非常時に直ぐに相談し対処できる心理専門職職員が施設内に在籍している 

ことが望ましいが、現状としては『施設内には専門のスタッフもアドバイス体制もない』施設 

が最も多く 74 施設、『何も無い』と回答した施設が 60 施設であった。『定期的にアドバイスを 

得る体制がある』と答えた施設は 12 か所に留まっていたが、『非定期的にアドバイスを得る体 

制がある』と回答した施設は 59 施設であった。『常勤スタッフとして勤務している施設』は

16 施設、『非常勤スタッフとして勤務している施設』は 14施設であった。 

 

 

 
  

作成している, 

57施設、27.4％

災害時には作成していない、

124施設、59.6％

今後作成予定, 

25施設、12.0％

無回答, 

2施設, 1％

図4.個別サポートブック作成の有無（N＝208）
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無回答

何らかの手段を持つ

施設内にはスタッフもアドバイス体制もな

い

非定期的にアドバイスを得る体制がある

定期的にアドバイスを得る体制がある

非常勤スタッフとして勤務している

常勤スタッフとして勤務している

図5.PTSD発症時の心理専門スタッフの支援の有無（N＝208）（複数回答可）
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55..管管轄轄のの災災害害救救助助業業務務をを行行っってていいるる地地域域福福祉祉課課やや防防災災にに関関すするる業業務務をを行行っってていいるる危危機機管管理理課課ななどど

のの緊緊急急連連絡絡先先をを作作成成ししてていいるるかか  

    全体の約 60.6％が緊急連絡先を作成しており、現時点は作成してはいないが、今後作成予

定の施設は 14.4％、現在作成中の施設は 1.4％と、全体の約 76.4％の施設で緊急連絡先を作

成もしくは作成しようとしていることが明らかになった。作成していない施設は 22.6％であ

った。 

                 

 
  

考考察察  

  今回、東日本大震災において特に甚大な被害を受けた被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）に 

設置されている児童発達支援・放課後デイサービス施設 582 ヶ所を対象に、災害への備えに関す

る調査研究を実施した。まず災害に備えて飲料水や非常食の準備状況については、約 6 割の施設

で常備されており、今後常備する予定がある施設や現在検討中である施設を加えると、全体の約

8 割の施設が日頃から災害に備え飲料水や非常食を準備していることが明らかになった。普段か

ら常備していることが望ましい懐中電灯や携帯ラジオ、簡易トイレや毛布、救急医薬品などの備

品を常備している施設は全体の約 8 割、今後常備予定があると回答したり現在検討中であると回

答した施設を加えると全体の約 9割の施設で準備されていた。 

災害時に個別対応が出来るよう子ども達一人一人に対する配慮点（アレルギーの有無や本人の 

行動の特徴等）を書き込んだ『個別サポートブック』の作成状況に関しては、既に作成している

施設は全体の 3 割以下と少なく、今後作成予定の施設と合わせても全体の約 4割以下に止まって

いた。災害弱者である高齢者や子どもは心身に強いストレスを受ける可能性が高いと言われてお

り、特に発達障害児は災害に伴う社会全体の混乱に対しパニック症状や極度の不安症状を引き起

こす可能性が高い。今後、災害時に施設職員の誰もが対象児に対し、危険を回避しその児に合っ

た適切な支援を実施出来るよう個別サポートブックを整備する必要があると考える。 

また、被災後の情緒的反応の一つに「PTSD（外傷性ストレス障害）」があるが、被災後数か月 

経ってから症状が現れることや低年齢児ほど影響を受けやすいことが明らかになっている。 

本間らは東日本大震災によりトラウマを受けた幼児は PTSD 関連疾患の罹患率が高く、子ども

の PTSD への適切な理解のためには災害時だけではなく、災害後長期的配慮が必要だと述べてい

る。また本間らが実施した調査では、震災から 1 年 6 カ月時点で約半数に PTSD 関連疾患が認め

られ、ある程度時間が経過してもまだ多くの子ども達に震災の影響が残っていることが明らかに

なっている 7）。被災直後は職員や親自身も被害を受け混乱している状態にあり、子ども達が受け

る被害は甚大であるため、出来るだけ早い時期に適切な支援を受けられる体制づくりを構築する

事が重要である。 

作成している, 

126施設,60.6％

作成していない, 

47施設,22.6％

今後作成予定,

30施設, 14.4 

％

現在作成中,

3施設,1.4％

無回答, 

2施設,1％

図6.専門機関等の緊急連絡先作成状況（N＝208）
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本来は何時でも心理的相談を受けられる体制や PTSD に対処できる心理専門職員が施設内に在

籍していることが望ましいが、今回の調査において被災 3 県において『常勤スタッフとして勤務

している施設』や『非常勤スタッフとして勤務している施設』はそれぞれ 1 割にも満たなかっ

た。しかし、全体の約 7 割の施設において非定期的ではあるがアドバイスを得る体制やその他何

らかの手段を持つなどして PTSD 発症時に対処出来る体制を構築していた。また、約 3 割の施設

では PTSD 発生時に全く対応が出来ない状態にあることが明らかになった。 

管轄内の災害救助業務を行っている地域福祉課や防災関連業務を行っている危機管理課等の緊

急連絡先の作成状況については、全体の約 6 割の施設では既に作成しており、現在作成中や今後

作成予定と回答している施設を含めると約 7～8 割の施設が専門機関との連絡体制を構築してい

たが、残りの約 2 割は緊急連絡先を作成していなかった。 
被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）に設置されている児童発達支援・放課後デイサービス施 

設における災害への備えとして、今後の災害に備え全施設で PTSD 発症時に早急に対応できる体

制や非常時に防災対策機関への緊急連絡を取る体制の構築が重要であろう。また、今後はそれぞ

れの県内で災害対策の予算化や防災対策について組織的に取り組み、発達障害児とその家族が災

害発生時に迅速かつ適切な支援を受けられるような体制の充実が望まれる。 
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